
【資料１－１】

平成１８年度箕面市普通会計決算の概要

平成１８年度普通会計決算の分析が終了しましたので、その概要についてお知らせします。

歳入・歳出決算額 （単位：百万円、％）

歳入の状況 歳出の状況（性質別）

 義務的経費

 投資的経費

 その他の経費

計 計

 ※ 各区分の金額は、表示単位未満を四捨五入しているため合計と一致しない場合があります。
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区　分 金 額

1.4

 ･職員給 7,226  ･退職手当 1,042

1,558

962
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□ 決算の規模

区　分

地 方 譲 与 税

財 産 収 入 134

繰 入 金

使用料・手数料

対前年度
増減率 主な経費

18,917

金 額
対前年度
増減率

3.6 0.8

 ･生活保護 1,353 ･児童手当 617

 ･元金償還 3,660  ･利子償還 679

 ･文化・交流センター等整備 439

 ･臨時職員雇用 388

 ･病院会計繰出 874　･下水会計繰出 469

 ･土地開発公社貸付金 2,300

 ･国保繰出 1,294  ･介護繰出 8353,230

2,4095.5

40,206 38,660

 ･ごみ処理施設 156

 ･病院会計出資 284

684

1,743

 ･学校教育施設整備基金積立 222

390維 持 補 修 費

繰 出 金

6,436

3,292

繰 越 金

市 債

諸 収 入 287

364

3,276 ▲ 37.8

そ の 他 320
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　平成１８年度の普通会計決算額は、歳入 ４０２億６百万円、歳出 ３８６億６０百万円で、前年度と比べて歳入で２０億１５百万

円（▲４．８％）の減、歳出で２２億７８百万円（▲５．６％）の減となりました。

　この主な要因は、歳入においては、前年度に続き市税収入が、税

制改正などによって７億８７百万円（＋３．６％）の増となったものの、

三位一体の改革における補助金の一般財源化等で、国庫支出金が

３億９８百万円（▲１２．９％）の減となったことのほか、市債の発行が

１６億３５百万円（▲４８．４％）の減となったこと等によるものです。

　歳出においては、人件費で退職手当の増が職員給の減を上回り、

１億８０百万円（＋１．８％）の増となったものの、公債費が減少したこ

とや、普通建設事業で公共用地先行取得事業が皆減となったこと、

土地開発公社貸付金が大幅に減となったこと等によるものです。

　なお、競艇事業収入については、前年度と比べて５億円

（▲５０．０％）減の５億円となりました。

　上記の結果から、歳入から歳出と翌年度へ繰り越すべき財源を差

し引いた実質収支は１億７９百万円（＋１７．１％）の増で１２億２２百万

円となりました。
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【資料１－１】

□ 今後の見通し

□ 市債及び基金の状況

□ 経常収支比率の状況
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　財政の健全性を示す経常収支比率は、９６.９％で前年度と比べて０．３ポイント改善しました。

　なお、減税補てん債及び臨時財政対策債を経常一般財源に加算しなかった場合は、１０２．７％となります。

　この要因としては、分子である経常経費充当一般財源において、公債費の減はあったものの、人件費、扶助費、繰出金

等が増となったことで、前年度比４億７５百万円の増となりましたが、分母となる経常一般財源等が、税収の増などによって５

億７０百万円の増となり、分子の増を上回ったことによるものです。

　本市の経常収支比率は、市税収入の増等により、若干改善の兆しが見られますが、依然９０％を超える高い比率で推移

しており、危機的な状況が続いています。今後も義務的経費や少子・高齢化等に伴う財政需要の増加による上昇が見込ま

れ、財政構造の改善に引き続き取り組む必要があります。

　平成１８年度末の市債残高は、３２４億８６百万円で、前年度より１９億１７百万円（▲５．６％）減少しています。これは、市債

発行額が公共用地先行取得事業債の皆減等により１７億４３百万円と前年度より１６億３５百万円（▲４８．４％）の減少とな

り、公債費において３６億６０百万円の元金を償還したことによります。

　一方、基金現在高は１８１億５８百万円で、前年度より１６億７２百万円（▲８．４％）減少しています。これは、財源不足を補

うために財政調整基金を３億９２百万円取り崩したことや、都市計画道路整備等の財源として都市施設整備基金を８億６６百

万円取り崩したことなどによるものです。

　市債と基金は、財源の年度間調整や世代間の負担調整などの役割を果たしています。本市においても新都心整備事業

や学校教育施設の整備事業などで市債・基金の有効活用を図ってきましたが、市債はあくまでも市の「借金」であり、「貯金」

である基金には限りがあることから、引き続き計画的に活用していく必要があります。

　平成１８年度決算状況は、実質収支、経常収支比率等において前年度より改善しました。

　しかしながら、平成１９年度に実施された三位一体の改革による国からの税源移譲は、本市の税構造では移譲による増収

が見込めず、国庫補助負担金の一般財源化も、不十分な結果となりました。また、臨時財政対策債は平成２１年度まで制度

延長されたものの、動向は不透明であり、歳入確保の見通しは厳しさを増しています。

　歳出においても、少子高齢化に伴う市民サービスの増や、団塊世代の大量退職に伴う退職手当の増等、財政需要の拡

大は避けられません。

　この財政危機を突破するために、「集中改革プラン」に基づき、改革の処方箋の実効性を高めながら、行財政改革を推進

していく必要があります。
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【資料１－４】

経営再生プログラム＆集中改革プラン目標値進捗状況

◎ 経常収支比率の抑制 

● 経営再生プログラム(H14～H18) H15(2003)年２月策定
【目標】 平成１９年度当初予算 経常収支比率　１０５％程度に抑制

そのため、経常経費を毎年▲３０７百万円削減×５年間（Ｈ１５～Ｈ１９）

● 集中改革プラン(H17～H22)       H18(2006)年３月策定
【目標】 平成22年度当初予算 経常収支比率　１０６.9％程度に抑制

そのため、経常経費を毎年▲３６０百万円削減×４年間(H19～H22)

概ね10年後に経常収支比率100%以下、収支均衡する財政構造実現をめざす。

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

経
常
収
支
比
率

H14年12月試算値 － 105.7% 111.1% 110.2% 113.7% 114.7%
経営再生プログラム
目標値

－ 103.0% 106.6% 104.0% 105.7% 105.0%

H17年12月試算値 114.5% 112.6% 113.5% 113.3%
集中改革プラン目標
値

112.9% 109.4% 108.7% 106.9%

当初予算上程 99.5% 99.2% 101.0% 104.1% 103.4% 107.5%
当初予算議会修正後 － － － 104.1% 103.3% 107.4%
決算 94.2% 93.8% 97.9% 97.2% 96.9%

◎ 基金残高の確保 

● 経営再生プログラム 【目標】 平成１９年度末　基金残高１１０億円以上確保
(H14～H18)

● 集中改革プラン 【目標】 平成22年度末　基金残高４８億円以上確保
(H17～H22) そのため、臨時事業経費を毎年▲３３０百万円削減×４年間(H19～H22)

（百万円）

14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

基
金
残
高

経営再生プログラム
目標値

－ 16,805 14,796 13,686 12,169 11,000

H17年12月試算値 15,079 10,792 7,365 3,646 ▲ 85
集中改革プラン目標
値

11,482 9,105 6,796 4,835

当初予算上程 18,328 17,983 18,192 17,290 14,993 13,603
当初予算議会修正後 － － － 17,290 15,153 13,609
当初予算議会修正
＋２月補正後

18,808 18,761 18,518 17,391 16,069 13,875

決算 20,754 20,032 19,486 19,830 18,158

基
金
取
り
崩
し
額

経営再生プログラム
目標値（上限）

－ 2,995 2,009 1,110 1,517 1,169

H17年12月試算値 4,287 3,427 3,719 3,731
集中改革プラン目標
値（上限）

3,597 2,377 2,309 1,961

当初予算上程 4,995 2,000 1,407 1,850 3,635 4,181
当初予算議会修正後 － － － 1,850 3,475 4,176
決算（取り崩し額） 4,167 1,573 970 1,456 2,559
決算(実際の基金減額) － ▲ 722 ▲ 546 344 ▲ 1,672
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【資料２－１】 

 

 
平成２０年度当初予算編成に向けた行政評価について 

 
１．行政評価の改善の方向性 

 

（１）第３期実施計画に基づき政策というより大きなくくりの中で「政策の方向性」 

（９象限）の検証を行い、政策レベルでの事業の見直しが進められるよう行政運   

営の視点を「施策」から「政策」中心とするため、事前（政策）評価を行う。 

（２）平成２０年度当初予算編成に向けては、基本的に既存事業の事業情報入力を廃止

し、業務の軽減を図る。ただし、箕面市集中改革プラン、箕面市業務再構築計画及

び前年度の事後（事業）評価結果などを踏まえ、ＰＬＡＮ（計画）－ＤＯ（実施）

－ＣＨＥＣＫ（評価）－ＡＣＴＩＯＮ（改革）のＰＤＣＡマネジメントサイクルに

より、各部局室において政策調整課を中心に自己評価し、事業・業務の改善を図る。 

（３）新規事業については、真にやむを得ないもののみとする。要求にあたっては「政

策の方向性」（９象限）を堅持するものとし、必ず既存事業の廃止・見直しを行う。 

 （４）特に「集中改革プランにおける検討項目」については、政策課題ヒアリングの進

捗状況の確認及び行政評価・改革推進委員会の調査などにより、改革を推進する。 

 

２．行政評価の基本的な考え方 

 

（１）経常経費 
将来的な経常収支比率上昇につながる新規事業は、基本的には認めない。 

  どうしても新規（増額）事業の予算要求を行う場合は、既存事業の見直しが条件 

→ 経常枠配分 
（２）臨時経費 
  不要不急の事業は、先送り。命にかかわる、安全対策を優先 
  新規事業は、９象限によるメリハリ   

 

３．行政評価の方針 

 

（１）歳出削減のための取り組み強化（事業の見直し・廃止） 

 ①施設経費の圧縮 

 ②役割を終えた事業の廃止 

③補助金の見直し 

   ④個人給付的な事業の見直し 

   ⑤官民の役割分担の見直し 

   ⑥企業会計等への繰り出しの削減 

 ⑦外郭団体等の見直し 

（２）市単独扶助費等の見直し 

（３）新規事業の実施可否の検討 

（４）事業経費の高い事業の見直し 

（５）政策課題項目の進捗管理 
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【資料２－１】 

 

４．行政評価の進め方 

 

（１）平成２０年度の概算予算要求額を把握し、９象限の検証を行うため、新規、変更

及び廃止（終了）事業について事業情報を入力。 

なお、新規・変更（増額）事業については、今回の事業情報を入力しない限り、

平成２０年度の当初予算要求は出来ないものとした。 

（２）平成２０年度に施設改修・修繕等を予定している事業は、「施設改修・修繕等

チェックシート」により評価。 

（３）情報システム整備関係については、開発計画書により評価。 

（４）ＮＰＯとの協働事業については、企画提案型協働事業として評価。 
（５）行政評価のヒアリングは、新規・変更（増額）事業について実施。 

集中改革プランにおける検討項目および政策課題項目についても、併せてヒアリ

ングを実施。 

 

５．行政評価の検討状況 

 

 （１）行政評価結果 

【経常経費】 

採 択：事業費をより一層精査し、経常枠の範囲内で行う。  

不採択：事業実施は不可。（実施の場合は、経費を伴わない方法で検討。） 

見直し：事業のあり方を見直し。経費圧縮 

保 留：部局別経常枠配分には入れず、調整枠。別途協議 

 

    【臨時経費】 

採 択：事業費をより一層精査し、予算要求。  

不採択：事業実施は不可。（実施の場合は、経費を伴わない方法で検討。） 

見直し：事業のあり方を見直し。経費圧縮 

保 留：市長協議に向け、別途協議 

 

（２）平成２０年度当初予算へ向けた主な改革実施予定項目 

①保育所民営化（桜保育所） 
②広告事業の拡大（給与支払明細書等） 
③市税前納報奨金の完全廃止（Ｈ１９から段階廃止） 
④職員互助会・職員厚生会補助の見直し 
⑤窓口課の窓口業務委託の拡大（Ｈ１９年１２月議会上程中） 
⑥学校給食調理業務委託の拡大（Ｈ１９年１２月議会上程中） 
⑦法人市民税率（法人税割）の見直し（Ｈ１９年１２月議会上程中） など 
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１２月

平成２０年度当初予算編成に向けた行政評価の進め方について

【行政評価・改革推進委員会（行革委員会）等】 【行政評価担当】 【事業実施担当部局】

９月

１０月

５月

６月

７月

８月

１１月

◇平成２０年度当初予算に向けた行
政評価の進め方
・第３期実施計画の９象現を検証する
ため政策・施策評価を行う
・新規事業については、事業評価を行
う
・変更（増額１００万円以上）について
は、事業評価を行う
・新規・変更・廃止する事業を把握する
ため、部局ごとの一覧表を作成する
・施設改修・修繕チェックシートによる
評価を行う
・情報システム開発評価シートによる
評価を行う

第１回　行革委員会（７／２） 【行政評価システム】
・政策・施策入力
・新規事業入力
・変更事業入力
・一覧表作成
・ヒアリング（新規・変更事業）
【施設改修・修繕】
・チェックシート作成
・ヒアリング
【情報システム構築】
・開発計画書作成
・ヒアリング
・ＩＴ推進本部会議

◇調査（第７条）　概ね１年間
・行政評価・行政改革の制度見直し
・ＮＰＯと行政との協働推進
・ヒアリングの実施など

　予算編成へ

◇集中改革プランに基づ
く目標値の検討

◇箕面市集中改革プランにおけ
る改革の処方箋の取り組み

◇行政評価の進め方
◇行政評価・改革推進委員会のあり方

経営改革チーム（６／４）

◇政策課題項目
◇業務再構築検討メニュー
◇見直し事業（市単独など）

◇処方箋の取り組みの評価
◇検討項目整理

経営改革チーム（６／１５）

行革委員会　調査（第７条）

経営会議（９／６）

通知

経営会議（６／２１）

決定

◇平成２０年度当初予算編成に向けた行政評価結果通知（建築・
システム）１０／１０

検討

検討

調査依頼

報告・アドバイス

調査

要求概要報告

◇新規・増額事業ヒアリング（政策総括監・経営改革担当・財政課）８／２１～８／３１

行政評価説明会（７／９・１０）

実施計画調整会議（１１／３０）

７／２２
７／２７
９／２２
１０／１

経営会議（１１／２）

経営会議（１０／４）

実施計画調整会議の進め方

行政評価結果報告

保留事業の調整

◇行政評価の保留事業の通知１１／１４ 　予算編成へ

通知

　予算編成へ

第２回　行革委員会（１２／１４）

　資料作成

　予算編成に反映

市長協議（１２／１９） 　予算編成へ
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【資料２－２】

１．経常経費（一般財源）と集中改革プランとの比較

区  分 Ｈ２０行政評価 Ｈ２０集中改革プラン目標 Ｈ２１集中改革プラン目標 Ｈ２２集中改革プラン目標

事業採択 8,706,374千円 　

事業見直し 786,275千円

既存事業（継続） 5,058,956千円 　

人件費 10,024,376千円 　

システム採択 300,990千円

建築見直し 33,591千円

計 24,910,562千円 24,915,000千円 24,582,000千円 24,161,000千円

経常一般財源
（臨財債含まない）

22,628,000千円 22,769,000千円 22,605,000千円 22,598,000千円

経常一般財源
（臨財債含む）

23,578,000千円 （23,719,000千円） （23,555,000千円） （23,548,000千円）

経常収支比率
（臨財債含まない）

110.1% 109.4% 108.7% 106.9%

経常収支比率
（臨財債含む）

105.7% (105.1%) (104.4%) －　

事業保留 573,983千円

システム保留 7,269千円

保留計 581,252千円

不採択 19,362千円

※臨財債は、平成２１年度までの予定

20,000,000千円

21,000,000千円

22,000,000千円

23,000,000千円

24,000,000千円

25,000,000千円

26,000,000千円

Ｈ
１９
当
初
予
算

Ｈ
２０
行
政
評
価

Ｈ
２０
集
中
改
革
プ
ラ
ン
目
標

Ｈ
２１
集
中
改
革
プ
ラ
ン
目
標

Ｈ
２２
集
中
改
革
プ
ラ
ン
目
標

事業費
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【資料２－２】

２．臨時経費（一般財源）
　
　
　

　

建築（保留）2,196,192千円

継続事業（既存） 1,875,813千円

事業費（採択・見直し）
 2,801,500千円

建築（採択・見直し）340,200千円

事業費（保留）, 1,941,049千円

千円

1,000,000千円

2,000,000千円

3,000,000千円

4,000,000千円

5,000,000千円

6,000,000千円

7,000,000千円

8,000,000千円

9,000,000千円

10,000,000千円

1

保留総額
　４,２４０,１８２千円＋α

採択・見直し総額
　５,０５５,１９０千円

臨時一般財源
　１,４７０,０００千円

集中改革プラン基
金取り崩し上限額
　２,３７７,０００千円

基金取り崩し額
　４,２４０,１８２千円
　　　＋（耐震診断
結果による＋α）

基金取り崩し額
　１,２０８,１９０千円

システム（採択・見直し）
  ３７,６７７千円

システム（保留）
  １０２,９４１千円

臨時事業財源

臨時経費一般財源総額（既存・採択・見直し・保留）
　　９,２９５,３７２千円

Ｈ２０臨時一般財源想定２,６５２,０００千円
臨時一般財源から経常▲１,１８２,０００千円（経常収支比率１０５％）
　結果臨時一般財源は１,４７０,０００千円

耐震診断結果による＋α
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【資料２－３】 

 
平成２０年度当初予算（一般会計）要求状況について 

 
①歳出要求総額  

◎４１９億６３百万円 （前年度比 ＋３５億５３百万円・＋９．３％） 

                               

②財源不足状況  
◎財源不足額 ▲４１億９８百万円  ①  

◇経常経費  ▲  ３億５８百万円 （経常枠 ２４７億６０百万円） 

◇臨時経費  ▲ ３８億４０百万円 （臨時枠   １４億７０百万円） 

◇基金充当可能額 23 億 77 百万円（除く公債管理基金 21 億 27 百万円②）  

  ①-②＝▲２０億７１百万円（削減必要額）  

             

③経常収支比率  １０６．５％ （設定 １０５．０％） ＜H19:107.4%＞ 
       ＊経常一般財源等     ２３５億７８百万円（H19: 233 億 68百万円 ：＋ ２億１０百万円） 

 ＊経常経費充当一般財源 ２５１億１８百万円(    251 億 14百万円 ：    ＋  ４百万円) 
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【資料２－４】

単位：千円 単位：千円 単位：千円 単位：千円 単位：千円 単位：千円

政策 政策 政策

2 子どもや子育てへの支援 1 健康づくりと地域医療 7 廃棄物とリサイクル

次世代育成支援行動計画（第２次）策定事業 4,374 成人祭開催事業 779 特別会計国民健康保険事業費繰出金（臨時） 186,082 保健事業（健康診査・健康手帳） 401,769 し尿収集処理事業（臨時） 315 生ごみ堆肥化推進事業 2,310

学童保育実施事業（臨時） 19,499 学童保育実施事業 183,704 医療保健センター等管理運営事業（臨時） 80,000 医療保健センター等管理運営事業 70,000 環境クリーンセンター改修等事業 342,642

保育所管理事業（臨時） 31,294   保健システム管理運営事業（臨時） 3,504 母子保健事業 58,538 15 豊かな自然環境の保全

20 公共交通機関の整備 3 高齢福祉の充実 25 コミュニティの維持・再編

交通施設整備基金積立事業 200,040 6 身近な緑と遊びの空間 地域福祉活動推進事業 5,122

北大阪急行線延伸構想推進事業 18,573 自転車駐車場管理事業 41,886 　 公園施設補修事業 101,189 26 市民参加の充実

鉄道駅バリアフリー化設備整備事業 35,000 21 道路の整備 　 （仮称）ＮＰＯ支援基金事業 1 協働フロンティア事業 87

市内公共交通整備事業 7,765 道路維持補修事業 239,043   

  都計道路桜井石橋線道路改良事業 49,233     

  
市道箕面土地４号線コミュニティ道路整備事
業

74,336     

  市道郷之久保川西線道路整備事業 30,300 　

8 防災と危機管理 4 障害福祉の充実 5 住環境と住宅

公共施設ＡＥＤ設置事業 4,665 9 消防・救急体制の充実 箕面市住宅マスタープラン策定事業 5,958

住宅・建築物耐震改修促進事業 6,675 常備消防車両購入更新事業 127,348 救急活動事業 11,300 指定道路図・指定道路調書整備事業 22,490

消防庁舎補修事業 6,509 13 生涯学習の推進

10 交通安全の確保  市民文化ホール設備改修事業 32,396 （仮称）市民大学運営事業 841

　 自転車道ネットワーク化事業 2,377 総合運動場施設改修事業 16,535 スポーツ情報提供システム運営事業 7,373

　 交通安全施設整備事業（臨時） 33,134 中央生涯学習センター管理事業（臨時） 5,194

11 人権文化の振興 17 雇用創出と勤労者福祉　 　

多文化共生社会推進事業 21,757 23 美しい景観形成

男女協働参画ルーム改修事業 2,310   

12 学校教育の充実　  

箕面小学校整備事業 8,740

体育施設整備事業（小学校） 33,249

エレベーター設備事業（中学校） 4,500

教育用コンピュータ整備事業（中学校） 80,486

施設耐震補強事業（小学校） 106,757

施設耐震補強事業（中学校） 1,409

教育専門職員配置事業 9,029

学校施設開放システム導入事業 1,717

第一中学校改築事業 1,595,439

18 産業の活性化

19 計画的な土地利用

止々呂美小中学校跡施設利活用検討事業 3,804

箕面駅周辺整備事業 7,791

14 地球環境の保全  16 健全な消費生活

環境政策推進事業（臨時） 13,011 22 上・下水道、河川（ため池）の整備と運営

ため池親水施設管理事業（臨時） 11,749

24 情報の活用　

※保留事業の内、実施計画調整会議及び市長協議で調整を行う事業のみを記載

平成２０年度当初予算編成に向けた行政評価　政策別(９象限別)検討状況

経常事業臨時事業 経常事業 臨時事業 臨時事業経常事業

資源配分　維持抑制 資源配分　抑制資源配分　維持

向
上

維
持
向
上

維
持

成
果
指
標
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主な一般財源の推移
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【資料４】 

企画提案型協働事業概要（案） 

 

１ 名称      協働フロンティア事業 
 

２ 目的  

さまざまな社会的課題に対して、これまでも市民活動団体と市の双方で解決を

めざしてきたが、それでも解決できなかった領域に、互いの力を合わせて、新た

な発想と手法による取り組みが今求められている。そこで市民活動団体と市各々

がかかげるテーマのもと、市民活動団体の創造的な企画提案により、市民活動団

体と市が協働で事業を実施する。これにより、真に豊かで住みやすい地域社会を

実現させる足がかりとする。 

 

３ 対象事業  

市民活動団体と市がそれぞれ単独で事業を実施するよりも、協働で事業を実施する

方が相乗効果を生み出すことができ、市民に効果が還元できる事業 

 

４ テーマ設定  

①行政設定テーマ（市が意見交換会等の意見を参考にして決める。） 

②フリー（市民活動団体等から幅広く提案を求める。） 

 

５ 事業実施時期  

事業が採択された翌年度から事業を実施する。→スケジュールは別紙のとおり 

 

６ この事業のための市の予算額  

事業採択後、翌年度の事業実施に向けて必要な額を予算化していく。 

（当該年度の枠取りはしない。ただし、事業採択に必要な事務的経費（報償費等）

は予算化を図る。） 

 

７ 対象団体  

箕面市内に拠点をもつ市民活動団体で、上記事業を実施できる団体を対象とする。 

 

８ 事業選定方法  

ＮＰＯ補助金同様、公開プレゼンテーション審査、事業報告会を実施する。 

非営利公益市民活動促進委員会の委員と行政職員により構成する協働事業選定会

議のメンバーが検討し、合議により会議結果を市長に報告後、市長がその意見を基

に協働事業を決定する。 

12



９ 審査基準  

①公益性（事業の実施によって社会的な公益向上が見込めるか） 

②先駆性（これまで取り組まれていなかった課題への取り組みやアプローチであ

るか） 

③発展普及性（事業の実施により多くの人への広がりが見られるか） 

④実現性（実行可能な方法、スケジュール、予算で事業計画が立案されているか） 

⑤整合性（市の計画等の内容に沿った提案であるか） 

⑥協働効果性（協働により相乗効果を生み出せるか、市民活動団体と行政各々の

役割分担など協働の視点が盛り込まれているか） 

 

１０ 事業実施  

①事業の採択・不採択については、速やかに各団体に通知する。 

②事業が採択された団体について、事業を実施する場合は速やかにＮＰＯ条例の登

録を行う。 

③事業を円滑に実施するため、実施団体と担当課で協議の上、協定書を締結する。 

④実施団体と担当課が協働で事業を実施するが、中間支援組織である「市民活動フ

ォーラムみのお」、市民活動促進課、ＮＰＯパートナーシップ推進員が橋渡し役

となり、事業が円滑に行われるよう配慮する。 

⑤事業実施完了後に事業評価を行う。これにより翌年度の事業継続、実施方法につ

いて再度見直しを行うこととする。 
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月

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1
2
3

新年度

1 事業実施主体 ＮＰＯと行政

2 制度目的 ＮＰＯと行政がそれぞれ単独では解決できなかった社会的・行政的課題に、

ＮＰＯの提案をもとに協働して取り組む。

3 対象とする事業 単独で実施するよりも協働で実施する方が相乗効果を生み出すことができ、

市民に効果が還元できる事業。

協働フロンティア事業　スケジュール（案）

ＮＰＯ 行政

　

１月中旬　意見交換会等開催
　　　　　行政設定テーマ決定

２月中旬　　募集案内配布

　企画提案書の作成

　結果内容を検討

市民活動促進課にて受付

　　市長が成案化に進める
　　事業を決定

庁内合議
（合同会議・経営会議）

　
４月中　　応募

　

　

　６月中旬

　公開プレゼンテーション開催
　※協働事業選定会議開催

　　　・内容の精査
　　　・担当部局等への

意見聴取

議会にて予算承認

次年度事業実施に向けて
予算化の事務手続き

７月下旬

　成案化に進める事業の
　採択・不採択の結果通知

　
事業の進め方につき、協議

　３月下旬
 事業評価

   協定書の締結
 【予算を伴わず、
　当該年度より
　実施可能な事業】

　　３月下旬　　協定書の締結

【予算を伴い、
　翌年度実施
　の事業】

★
事
業
実
施

★事業実施★
新年度４月以降

２月下旬　ＮＰＯ向け説明会開催

　
３月中　　事前相談
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